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【１.基本情報】

２

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(令和４年度事業評価用)
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令和４年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】
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直接事業費の
主な内訳
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令和４年度からの変更点

（継続事業の場合） ―

令和２年度決算額 令和３年度決算額 令和４年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

目的
（何のためか）

岐阜市、岐南町の2市町連携で航空写真撮影業務を年1回行う。
(令和2年度は、岐阜市、瑞穂市、岐南町、笠松町、北方町の5市町連携で実施）

人日（人）

航空写真共同撮影

年1回

事 業 名

担当部名 財政部 担当課名

誰に

航空写真共同撮影業務委託

資産税課

実施方法

上記2市町

開始・終了年度

固定資産税の適正かつ公平な課税のための基礎資料整備と実地調査の資料として活用するこ
とを目的とする。(令和2年度より実施。令和元年度までは岐阜市単独撮影）

内容
（手段・手法など）

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象

年度年度 ～

委託（民間） 補助等の種類 実施主体 受託事業者
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減価償却費
【施設管理】
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【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
　・受益者及び受益者負担は適正か

　※【２】【６】【７】から
高 入札により受託業者を決定しており公平である。

目標値 1,300 1,300 1,300
実績値 2,601 2,799 3,758

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

 〔総合評価〕
　・拡充 ：目標を達成しており、良い状態が続いて
　　　　　　いるため、より良くしていく
　・現状維持 ：
　　　様々な要因により、事業担当課の裁量で拡充
　　　又は改善することが困難であり、現状のまま
　　　事業を継続していく
　・改善 ：目標を達成できておらず、事業の統合や
　　　　　　縮小、実施内容の変更など、見直しを図る
　・廃止 ：実施予定期間満了などの理由により、
             事業を取りやめる

拡充
今後も市単独ではなく、近隣の自治体と共同で実施し、引き続きコスト
の削減を図っていく。

　必要性
　①目的が市民・社会のニーズに合っているか
　②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県）

　③類似の事業はないか、あれば当該事業との
　　　統廃合はできるか

　※【１】【２】から

高

固定資産税の適正かつ公平な課税のため必要である。

類似事業はない。

　効率性
　①費用対効果
　②他に効率的な方法はないか
　　　（広域・民間活用・市民協働など）

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

近隣市町と共同で航空写真の撮影を行うことで、単独で実施するよりも
費用を削減できている。

近隣市町と共同で航空写真の撮影を行うことが最も効率的である。

　有効性
　・期待した効果が得られたか

　　又は計画した将来に効果が得られる見込か

　※【２】【７】から

高 固定資産税の適正かつ公平な課税のため有効である。

民間に委託済みである。

成果指標名 共同化によるコスト削減 単位 千円
令和２年度 令和３年度 令和４年度

令和２年度 令和３年度 令和４年度

目標値 500 500 500
実績値 500 500 500

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 14,387,500 14,189,300 13,229,800

活動指標名 岐阜市全域の航空写真 単位 枚

受益者負担額（千円） 14,355 14,157 13,198
受益者負担率（％） 78.9% 95.2% 95.1%

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業受益者 岐阜市 岐阜市 岐阜市
受益者数 1 1 1


